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● コンプライアンス・ホットライン 
　京阪グループに勤務する役員、社員およびその他の

従業員を対象に、当社監査室を事務局とする「コンプライ

アンス・ホットライン」を開設し、社員が業務上において気付

いた違法あるいは不正と思われる行為に関する情報の収集

に努めるとともに、通報を受けた情報について事実関係

の調査を行い、社内各部署および各社に必要な対策を

講じる仕組みを整備しています。 

　通報者の個人情報は厳重に保護され、コンプライアンス・

ホットライン関与者など限定された者以外に開示される

ことはなく、通報行為によって不利益な処遇を受けること

はありません。 

● 危機管理規程 
　京阪グループにおける危機管理の指針その他必要な事項

を定めた「危機管理規程」を制定し、危機情報の収集・管理・

報告・公開、危機発生時の体制などの整備を図っています。 

　これを受けて各部署は「危機管理規程」に関する細則を

定め、具体的な危機に対処する仕組みを整備しています。 

京阪グループ 
コンプライアンス推進組織 

■ コンプライアンス体制 

京阪グループ 
CSR委員会  

コンプライアンス 
および 

リスク管理専門委員会 

当社各部署・グループ会社 

推進責任者 

当社各部署・グループ会社 

推進担当者 

事務局 

当社のコンプライアンス体制、情報管理体制、リス

ク管理体制などの方針に関して決議しました。 

コンプライアンスおよびリスク管理専門委員会 

事業活動における法令遵守・リスク管理体制を

構築し、その実施状況を検証し改善計画を立案

しています。 

環境マネジメント専門委員会 

環境保全活動を推進するために有用な環境マネジ 

メントシステムを構築し、その実施状況を検証し、

改善計画を立案するとともに、環境に関するリスク

を管理しています。 

情報セキュリティ専門委員会 

保有情報資産の安全かつ適切な運用を図るため

に有用な情報セキュリティ体制を構築し、その実施

状況を検証し、改善計画を立案するとともに、情報

セキュリティに関するリスクを管理しています。 

（※1） 

（※2） 

CSR推進体制 

● CSR委員会の設置 
　京阪グループの社会的責任を果たすため、内部統制および

リスク管理体制を構築し、その検証、評価、改善を迅速かつ

継続的に実施すること、また、ステークホルダーとの対話を

通じて経済的利益の追求と社会的責任の調和を図ること

を目的として、平成17年7月に京阪グループＣＳＲ委員会

を設置しました。社長が同委員会の委員長となり、原則年2回

開催しています。 

　また、京阪グループＣＳＲ委員会の下部組織として、内部

統制委員会および3つの専門委員会を設置しています。 

　内部統制委員会では、取締役会で決議した内部統制の

基本方針（※1）に則り、京阪グループの内部統制の整備を3つ

の専門委員会（※2）や関係部署と調整しながら推進し、

その整備状況を検証して内部統制の実効性を高めており、

平成19年度の活動報告を京阪グループＣＳＲ委員会

ならびに取締役会に報告しています。 

● コンプライアンス・リスク管理体制 
　「京阪グループＣＳＲ委員会」の下に「コンプライアンス

およびリスク管理専門委員会」を設置するとともに、

コンプライアンス推進組織として当社各部署および

グループ会社にコンプライアンス推進責任者と担当者

を選任し、同専門委員会とコンプライアンス推進組織との

間でコンプライアンスリスクに関する情報の相互提供

を行うことで、法令違反の未然防止および再発防止を図っ

ています。また、同専門委員会の下にコンプライアンス検討

会を設置し、社外アドバイザーを交えてコンプライアンスリ

スクの評価・対応策を協議しています。なお、当社監査室が

実施している当社およびグループ各社への内部監査におい

ては、コンプライアンスの観点からも監査を実施しています。 

　教育・研修については、32ページに記載されている人材

育成体系図中にある階層別研修などの機会を通じて経営

理念や京阪グループの社会的責任、コンプライアンスに関する

教育を実施して意識の向上を図るとともに、コンプライ

アンス・マニュアルを作成し、従業員のコンプライアンス

知識の向上を図っています。 
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